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（論文概要） 
本博士論文は、働く知的障害者への職場の同僚からの援助行動に関して、特に、援助行
動が知的障害者の職業適応に及ぼす効果や、援助行動の要因について明らかにすることを
目的としており、「Ⅰ．序論」「Ⅱ．本論」「Ⅲ．結論」の３つの部分から構成されている。 
「Ⅰ．序論」は第 1 章から第 4 章までで構成されている。第 1 章は本研究の背景や扱う
問題の所在について論じた。近年は障害者の一般企業への就労、障害者雇用が進展してい
る。このような中で次の課題となるのは、就職後の職場定着である。障害者の職場定着に
ついては、いくつかの調査が行われており、職場定着のためのフォローアップを就労支援
機関が行うことで定着率が改善することが示されている。 
ただし、職場定着のために支援機関が単に職場を訪問すればよいということではなく、
支援者不在時での障害者の自己管理能力の向上や、職場の同僚・上司からの援助行動の存
在は職場定着支援のための重要な要素である。職場の同僚・上司からの援助行動を含むサ
ポートについては職業リハビリテーション分野では「ナチュラルサポート」等とも呼ばれ
ており、このようなサポートを支援者が引き出すことの重要だとされている。しかし、同
僚・上司からのサポートに関する知見は蓄積されているとは言い難い状況にあることを指
摘した。 
第 2章では職場の同僚・上司からの障害者へのサポート（以下、「職場サポート」と総称）
に関し、どのような研究がこれまで行われてきたのか明らかにするために、先行研究を概
観した。職場サポートの実施状況に関する文献としては、ナチュラルサポート及び合理的
配慮、双方の分野について共通して、分類の上、頻度を集計したり、その実施・提供に関
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する意識を問う報告があった。なお、職場サポートの実施状況に関しては、わが国の報告
は質的研究が中心であり、量的研究はあまり見られなかった。職場サポートの成果に関す
る先行研究としては、障害者の作業正確性が向上したり職場での交流頻度が増加したとい
う報告、給与や質問紙による把握される社会的統合、雇用継続や職務満足・職業適応への
好影響に関する報告等の報告が見られた。また、職場サポートの要因としては、障害（者）
の特徴や障害者自身の活動、ジョブコーチ等の専門家の活動方法やそのための専門家養成
教育の在り方、同僚の認識や障害者との接触経験、職場の文化、組織、雇用主の障害者に
対する態度等が先行研究では挙げられていた。また、多くの要因が挙げられているものの、
それらの要因間の関係について、理論的にあまり検討されてきていないことも明らかにな
った。 
第 3 章では、第 2 章で示した先行研究の概観から抽出された課題に対応すべく、本博士
論文で行う研究の理論的観点や基本的方向性について検討した。先行研究の不足点を基に、
障害者と一緒に働く同僚による障害者に対する職場におけるサポート（職場サポート）の
うち、本研究での測定対象を「同僚援助行動」と規定し、「障害者の職業継続に有効な、就
労支援機関の専門家ではなく一般従業員（同僚や上司）から提供される援助」と定義した。
また、同僚援助行動の成果の理論的な観点としてミネソタ職業適応理論(Dawis & Lofquist, 
1984)、同僚援助行動の要因に関する理論的観点としては Allport(1954)の偏見低減のための
接触仮説や、Latene & Darley(1970)を始めとする援助行動の規定因研究に、有用な視点を
提供する可能性があることを論じた。そして、Stone & Colella(1996)の職場における障害
者の処遇モデルをベースに、同僚援助行動の結果、要因に関する分析モデルを提示した。
ただし、この分析モデルで扱う変数が多岐に渡るために、本博士論文はこのモデルのどの
部分を優先的に扱うべきかについても論じた。 
第 4 章では、「同僚援助行動は障害者の職業適応に効果を及ぼしているのか」「同僚の援
助提供に関する認識（同僚援助提供認識）は、同僚援助行動の要因となっているのか」「同
僚援助提供認識は職場環境と同僚援助行動との間を媒介しているのか」といった本博士論
文における研究設問を提示した。また、本博士論文の研究の対象障害を知的障害に限定す
ることを示した。加えて、本博士論文の研究を行うことの意義について論じ、研究を行う
上で重要な要素となる用語の定義を示した。さらに本博士論文の目的を達成するために 6
つの研究を設定したことを説明し、本博士論文の構成について示した。 
 
「Ⅱ．本論」は実証研究の部分である。第 5 章は研究 1 に関する章であり、研究１では
「同僚援助行動は、職業適応の構成要素である職務満足、職務充足、組織コミットメント、
職場でのインテグレーション、離職意図と関連があるのか」を働く知的障害者の視点から
明らかにすることを目的として、知的障害当事者に対して行った調査のデータを分析した。
その結果、この知的障害当事者データからは、同僚援助行動の因子として「教育」「叱咤」
「作業遂行サポート」が抽出され、特に「教育」は職務満足や組織的コミットメントのう
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ちの情緒的コミットメントと関連があることが示された。 
第 6 章は研究 2 に関する章である。研究 1 に続き、同僚援助行動は働く知的障害者の職
業適応の構成要素である職務満足、職務充足と関連があるのか、知的障害者と一緒に働く
同僚の視点から明らかにするために、同僚から得たデータを分析した。この同僚データか
らは、同僚援助行動として「補助」「指導」「配慮と育成」が抽出され、研究 1同様、「配慮
と育成」が職業適応、特に職務満足と関係することが示された。 
第 7 章は研究 3 に関する章である。研究 3 では、支援者からのデータ（支援者データ）
を用いて「同僚の援助提供に関する認識（同僚援助提供認識）はどのような構成要素から
成り立っているのか」「同僚援助提供認識は、同僚援助行動の要因となっているのか」を明
らかにすることを目的とした。探索的因子分析の結果、同僚援助提供認識は「障害者本人
への原因帰属」「関わることへの不安」「負担感と責任回避」、同僚援助行動は「教育助言」
「補助」「否定的フィードバック」から構成されていることが見出された。また重回帰分析
の結果、「教育助言」には「負担感と責任回避」が負に、「否定的フィードバック」には「障
害者本人への原因帰属」が正に関わり、「補助」には同僚・上司の援助提供認識は有意には
関わっていなかったことが示された。 
第 8章は研究 4に関する章である。研究 4は知的障害者と働く同僚からのデータを用い、
研究 3 に引き続き「同僚の援助提供に関する認識（同僚援助提供認識）は、同僚援助行動
の要因となっているのか」を明らかにすることを主な目的とした。探索的因子分析の結果、
同僚援助提供認識は「障害者本人への原因帰属」「関わることへの不安」「負担感の低さと
期待」から構成されていることが見出された。また、回答者である同僚と想定した障害者
との接触頻度は、同僚援助提供認識である「負担感の低さと期待」「本人へ関わる不安」、
同僚援助行動の「補助」「配慮と育成」と有意な関係があることが認められた。接触頻度を
統制した上で、同僚援助提供認識を独立変数、同僚援助行動を従属とした重回帰分析を実
施した。その結果、「負担感の低さと期待」及び「本人への原因帰属」が有意に「指導」と
関係していること、「負担感の低さと期待」が高く「本人へ関わる不安」が低いと「配慮と
育成」が生じる方向性であるということが示された。 
第 9 章は研究 5 に関する章である。第 9 章では、研究 3 と同じ支援者からのデータを用
い、「作業変動性など職場環境に関する変数は、職場同僚の援助行動と関連があるのか」及
び「職場同僚の援助行動に関する認識は、職場環境に関する変数と職場同僚の援助行動と
の間を媒介しているのか」の２つについて明らかにすることを目的とした。職場環境に関
する変数は、先行研究に基づいた概念である「作業変動性」の他、探索的因子分析により
「障害者雇用への組織的取り組み」「物理的近接性」が抽出された。また、変数が変数を媒
介しているかどうかについてはBaron & Kenny (1986)により提唱された媒介効果を検証す
る方法を採用した。分析の結果、「障害者雇用への組織的取り組み」は、「負担感と責任回
避」によって媒介され、同僚援助行動である「教育助言」に対し間接的に影響を与えてい
た。 
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第 10 章は研究 6 に関する章である。第 10 章では、同僚からのデータを用い、研究 5 に
引き続き「職場環境に関する変数は、職場同僚の援助行動と関連があるのか」及び「職場
同僚の援助行動に関する認識は、職場環境に関する変数と職場同僚の援助行動との間を媒
介しているのか」の２つを明らかにすることを目的とした。職場環境に関する変数は、研
究 5と同様に探索的因子分析により「障害者雇用への組織的取り組み」「物理的近接性」が
抽出された。また、変数が変数を媒介しているかどうかについても研究 5 同様、Baron & 
Kenny (1986)により提唱された媒介効果を検証する方法を採用した。分析の結果、職場環
境の「組織的取り組み」と「配慮と育成」の間を「負担感の低さと期待」が正の方向で、「本
人と関わることへの不安」が負の方向で媒介している可能性があることが示された。 
 
「Ⅲ．結論」は第 11 章のみで構成されている。第 11 章では第 4 章で示した、本博士論
文の総合的な研究設問ごとに、どのような結果になったのかを、6つの研究の結果を横断的
にまとめた。主な結果としては、同僚援助行動は障害者の職業適応、特に職務満足に効果
を及ぼしている可能性があること、同僚援助提供認識と同僚援助行動には関連がある可能
性があること、職場環境と同僚援助行動との間を、同僚援助提供認識が媒介していると考
えられる場合があること、といった点が挙げられる。また、さらに 3 章で示されたモデル
と、得られたデータとはどの程度一致するのか等についても考察を行った。また、実践へ
の示唆、理論的発展への示唆、本研究の制約と今後の研究に向けた課題について論じた。 
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